（様式１）
令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名

参加意向申出書
次の件について、提案資格の要件を満たしていることを確認した上で、プロポーザルの参加を申し込みます。

件名：令和８年度公共施設への再生可能エネルギー等導入事業

１　参加意向申出者
	商号又は名称
	

	代表者職 氏名
	

	住　　　　所
	〒　　　－　　　　


	有資格者名簿
業者コード
※申込み中の場合はその旨を記載すること。
また、申請した種目を記載すること。
	



２　書類送付等連絡先
	担当者所属
	

	担当者氏名
	（フリガナ）

	
	

	住　　　　所
	〒　　　－　　　　


	電話・ＦＡＸ
番号
	ＴＥＬ　　　　　　　－　　　　　　－
ＦＡＸ　　　　　　　－　　　　　　－

	電子メールアドレス
	　　　　　　　　＠



３　現地案内の希望（ あり ・ なし ）　実施予定日：令和８年６月下旬
※希望の有無に丸印を付けること。

（様式２）
令和　　年　　月　　日　

横浜市契約事務受任者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　代表者印　

誓　約　書

下記の資格要件については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　令和７・８年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等）において、次のいずれかの条件の登録がある者。なお、一般競争入札有資格者名簿に未だ登載されていないが、参加意向申出書を提出した時点で、以下のいずれかの種目において現に申込み中である場合は、受託候補者を特定する期日までに登載が完了していることを条件に、登録がある者とみなす。
(1) 「327:電気設備保守　細目A:屋内電気」
(2) 「350:その他の委託等　のうち、エネルギー設備の設置又は運用に関する内容※の記載があること」
※ESCO事業、バーチャルパワープラント（VPP）事業、PPA（電力販売契約）事業等
(3) 「501:電力・都市ガス　細目A:電力供給」
２　参加意向申出書の提出期限から受託候補者の特定の日まで、「横浜市指名停止等措置要綱（平成16年４月１日）」の規定による指名停止措置を受けていない者
３　横浜市暴力団排除条例(平成23年12月横浜市条例第51号)第２条第２号に規定する暴力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者でないこと（本業務を実施する体制に含まれる協力事業者を含む）。
４　神奈川県暴力団排除条例(平成22年神奈川県条例第75号)第23条第１項又は第２項に違反している事実がない者（本業務を実施する体制に含まれる協力事業者を含む）
５　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当していないこと。
６　破産法（平成16年法律第75号）に基づき、破産手続開始の申立てがなされていない、及びその開始決定がされていないこと。
７　銀行取引停止処分を受けていないこと。
８　会社更生法（昭和27年法律第172号）に基づく再生手続き開始の申立、又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続きの申立がなされていないこと（更正又は再生の手続開始の決定がなされている者で、履行不能に陥るおそれがないと横浜市が認めた者を除く）。
９　本事業と類似の事業履行実績（令和３年度から令和７年度の期間において、「高圧施設の屋上又は屋根における太陽光発電設備等の設備設計及び導入業務」の履行実績が２件）を有すること。ただし、実績は本市における事業実績でなくても構わない。また、本業務を実施する体制に含まれる協力事業者が有する実績でも構わない。
10　本業務を実施する体制の中に、以下の資格を有する者を含めることができること。
(1) 建築士法（昭和25 年法律第202 号）による一級建築士
(2) 電気主任技術者（第三種以上）
（様式３）
令和　　年　　月　　日
　　
横浜市契約事務受任者

住　　　　所：
商号又は名称：
代表者職氏名：

質　　問　　書

件名：令和８年度公共施設への再生可能エネルギー等導入事業

	質　　問　　事　　項

	















	連絡担当者

	所属
	　

	　氏名
	

	電話
	

	Email
	




※質問がない場合は質問書の提出は不要です。
質問書送信先：da-ppa@city.yokohama.lg.jp 

（様式４表紙）
令和　　年　月　日
横浜市契約事務受任者

住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名


提案書

次の件について、提案書を提出します。

件名：令和８年度公共施設への再生可能エネルギー等導入事業




連絡担当者
所属
氏名
電話
　E-mail


（様式４）
技術提案
詳細については、別資料「提案書作成要領」のとおり。
ア（ア）実施方針








ア（イ）太陽光発電設備出力、蓄電池容量、設置可否一覧








ア（ウ）発電電力の自家消費量








ア（エ）設備の設置方法①設置場所、設置方法、設置条件








ア（エ）設備の設置方法②防水への影響







ア（エ）設備の設置方法③蓄電池の安全性








ア（オ）非常時利用の利便性、蓄電池自立出力








ア（カ）発電電力の地産地消に資する取組の提案








ア（キ）対象施設への環境啓発に資する取組の提案


















（様式５）
事業遂行能力
詳細については、別資料「提案書作成要領」のとおり。
[bookmark: _Hlk220949743]イ（ア）工事遂行能力の確保：事業実施体制図




























※注記
・上記の図は一例です。下記の内容を踏まえ作成してください。
・構成事業者の会社名、役割、関係等がわかるように記載してください。
・協力会社が未定の場合は、その旨がわかるように記載してください。
・市内中小企業を採用予定の場合は、その旨がわかるように記載してください。
・ヒアリング時及び評価時、会社名は事務局により黒塗りにします。


実施体制図記載例
株式会社●●
（代表事業者）




・・・
有限会社△△
（設備施工業者）
※電気主任技術者（第三種）
○○株式会社
（ＥＰＣ事業者）

・・・


・・・
××設計事務所
（構造計算）
※一級建築士

設備施工業者（未定）
（設備施工業者）
※市内中小企業
※電気主任技術者（第三種）

□□株式会社
（Ｏ＆Ｍ事業者）
※代表事業者関連企業


イ（イ）工事遂行能力の確保：①工事計画概要








イ（イ）工事遂行能力の確保：②実施体制








イ（イ）工事遂行能力の確保：③スケジュール








イ（ウ）市内中小企業の活用








[bookmark: _Hlk220949784]イ（エ）業務遂行能力の確保：①運転期間における維持管理・メンテナンス等の計画（定期点検、
設備交換計画、遠隔監視の有無等）









イ（エ）業務遂行能力の確保：②実施体制








イ（エ）業務遂行能力の確保：③スケジュール








イ（オ）業務遂行能力の確保：代表事業者の経営状況（過去５か年）








イ（カ）業務遂行能力の確保：①工事費、運転管理、維持管理及び撤去のための費用








イ（カ）業務遂行能力の確保：②資金調達を含めた事業資金計画










[bookmark: _Hlk220949913]イ（キ）事業実施中のリスクに対する対応：故障、緊急時の対応・体制図








イ（ク）事業実施中のリスクに対する対応：事業実施中のリスクに対する対策













ページ番号を記載

（様式６）
	提出内容
（チェックリスト）
	記載確認
（記載した項目には○を記入）
	記載内容
（様式４に記載した内容を抜粋して記入）

	6(1)ア(ア)

	実施方針、平常時のシステム構成図
	
	-

	6(1)ア(イ)
	太陽光発電設備の定格出力(kW)※全施設における総量
	
	

	
	パワーコンディショナの定格出力(kW) ※全施設における総量
	
	

	
	蓄電池の出力(kW)、容量(kWh) ※全施設における総量
	
	

	
	全施設における太陽光発電設備の設置可否、設置不可の場合は理由
	
	-

	
	設備仕様
	
	-

	6(1)ア(ウ)
	太陽光発電電力の自家消費量（kWh）※全施設における総量
	
	

	
	温室効果ガス排出削減量（t-CO2）※全施設における１年間の総量
	
	

	6(1)ア(エ)
	太陽光発電設備の設置場所、方法
	
	-

	
	防水への影響
	
	-

	
	JIS C8955(2017)に定められている荷重（風圧、積雪、地震）に対する、太陽光発電設備の耐荷重（風速、積雪量、震度等）
	
	

	
	太陽光発電設備の単位面積当たりの重量（kg/m2)
※基礎、パネル重量込み
	
	

	
	蓄電池の設置場所、設置方法、寸法、重量、安全性能等
	
	-

	
	蓄電池の安全性
	
	-

	
	蓄電池の運転モード(充放電の運用方法)
	
	-

	6(1)ア(オ)
※防災計画に位置づけられた施設（蓄電池導入必須）
	非常時のシステム構成図、非常時の利用、操作方法（非常用コンセント（設置個数）、非常時に必要な機器の操作等）
	
	-

	
	自立運転時に太陽光発電設備から使用可能な出力（取出し口ごとの出力(kW)と総出力(kW)） 
	
	

	
	自立運転時の太陽光発電設備から蓄電池への充電能力(kW)
	
	

	
	自立運転時に蓄電池から使用可能な出力（取出し口ごとの出力(kW)と総出力(kW)）
	
	

	
	[bookmark: _Hlk222142087]蓄電池を含むすべての自立出力は本事業で新設する非常用コンセント等へ出力
	
	-

	6(1)ア(オ)
※防災計画に位置づけられていない施設（蓄電池導入任意）
	非常時のシステム構成図、非常時の利用、操作方法（非常用コンセント（設置個数）、非常時に必要な機器の操作等）
	
	-

	
	自立運転時に太陽光発電設備から使用可能な出力（取出し口ごとの出力(kW)と総出力(kW)）
	
	

	
	太陽光設備は本事業で新設する非常用コンセント等から非常時出力できるよう導入
	
	-

	6(1)ア(カ)
	自家消費率（％）
	
	

	
	設備設置容量及び自家消費率の考え方
	
	-

	
	発電電力の地産地消の取組に資する提案
	
	-

	6(1)ア(キ)
	対象施設への環境啓発に資する提案
	
	-

	6(1)イ(ア)
	事業実施体制図
	
	-

	6(1)イ(イ)
	工事計画概要、実施体制、スケジュール
	
	-

	6(1)イ(ウ)
	市内中小企業の活用の考え方
	
	-

	6(1)イ(エ)
	維持管理計画（定期点検、設備交換計画、遠隔監視の有無等）、実施体制、スケジュール
	
	-

	6(1)イ(オ)
	代表事業者の経営状況（貸借対照表、損益計算書、営業利益率、流動比率、自己資本比率等）
	
	-

	6(1)イ(カ)
	事業資金計画
	
	-

	6(1)イ(キ)
	故障、緊急時の対応体制図
	
	-

	6(1)イ(ク)
	事業実施中のリスクに対する対策
	
	-


（様式７）
ワークライフバランス等に関する取組
該当する□にレ点を入れ、必要書類を添付してください。

１　横浜市SDGs認証制度「Y-SDGｓ」の認証を取得しているか
□　認証を取得している。
※有効期限内の「認証通知書の写し」を提出すること。

２　次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定
（従業員101人未満の場合のみ加算）
□　策定し、労働局に届け出ている。
※労働局の受付印のある「一般事業主行動計画の写し」を提出すること。（受付印がない場合でも、届出の事実が確認できる場合には加点評価する。）

３　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画の策定
（従業員101人未満のみ加算）
□　策定し、労働局に届け出ている。
※労働局の受付印のある「一般事業主行動計画の写し」を提出すること。（受付印がない場合でも、届出の事実が確認できる場合には加点評価する。）

４　次世代育成支援対策推進法による認定の取得（くるみんマーク）、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定の取得、又は、よこはまグッドバランス企業認定の取得
□　取得している、又は認定されている。
※次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けている場合は、「基準適合一般事業主認定通知書の写し」又は「基準適合認定一般事業主認定通知書の写し」を提出すること。女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定又はグッドバランス企業認定を受けている場合は、「認定通知書の写し」又は「認定証の写し」を提出すること。

５　青少年の雇用の促進等に関する法律に基づくユースエール認定の取得
□　認定されている。
※「認定通知書の写し」を提出すること。

６　障害者雇用に関する取組
　　　□　障害者雇用促進法に基づく法定雇用率2.5％を達成している。(従業員40人以上)、又は、障害者1人以上雇用している。(従業員40人未満)
※「達成している」を選択した場合、ハローワークに提出した「障害者雇用状況報告書（事業主控）」の写しを提出すること。

７　健康経営に関する取組
· 健康経営銘柄、健康経営優良法人（大規模法人・中小規模法人）の取得、又は、横浜健康経営認証のAAAクラス若しくはAAクラスの認証を受けている。



（様式８）

類似業務履行実績　概要









※注記
・類似業務履行実績は２件示すこと。


(様式９)
事業単価

令和　　年　　月　　日

　横浜市契約事務受任者


                      　　　　　　　　　　　  住　　　　所
                                  
                        商号又は名称    
                               
                        代表者職氏名　   

件　　名
令和８年度公共施設への再生可能エネルギー等導入事業


　　本業務の参考見積単価（円/kWh）は次のとおりです。

	
金　　額
	十
	円 
	
	銭 

	
	
	
	
	


（消費税は含みません）

　　※上記に想定する補助金を活用した参考見積単価を記載した場合
　　　　補助金名称：
　　　　補助率　　：


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




 


（様式10）
令和 　年 　月 　日

横浜市契約事務受任者 
住        所
商号又は名称 
代表者職氏名


提案書の開示に係る意向申出書


プロポーザル方式の実施に係る提案書の内容に対して、開示請求があった場合の取扱いについて次のとおり意向を申し出ます。 


件名：令和８年度公共施設への再生可能エネルギー等導入事業


１．提案書の開示を承諾します。
上記の件について、

２．提案書の不開示を希望します。 
理由： 



※ 本 申 出書は提案書の内容を不開示とすることを確約するものではありません。「横浜市 の 保 有 する情報の公開に関する条例」等 関連規定に基づき、公 開が妥当と判断される部分 に つ いては開示する場合があります。 



連絡担当者 
所属 
氏名 
電話 
ＦＡＸ 
E－ mail


